








  

傷病者カード。図上災害訓練に用いる。傷病者情報が記載されており、カードの内容に沿って一次ト

リアージ、二次トリアージ、安定化処置、搬送先の選定を行う。 

 

 

参加者数 

医師：10名、看護師：19名、業務調整員：6名であった。 

結果 

選択式にあっては各項目ごとに結果を集計/グラフ化した。 

 
過半数以上の肯定・否定意見を採用候補とすることとし、候補の中から再度共同研究者と熟考し30

箇所以上の仕様変更を決定した。 

自由記載に対しては情報過多にならないようにしつつ、記載者に対して理由を聴取。理由も含め再

度共同研究者にて採用の是非を決定した。結果２９点の変更・追加点を抽出できた。さらに４項目に

対しては消防の意見を聴取したのち採用候補とした。 

以上の結果を踏まえ、開発会社にフィードバックを行った。フィードバック後、再度プロトタイプ

を作成し、代表研究者所属施設を管轄する消防本部での検証に臨んだ。 

 

4.2 所轄消防本部 

 代表研究者所属施設を管轄する消防本部は３市３町で構成され、管轄人口は約３０万人、１１消防

署/出張所を擁する。災害時に協働する救急隊、救助隊、指揮隊を中心に医療機関の介入なく、消防組



織独自の意見収集を行った。 

 以前から消防と合同勉強会を開催していたとはいえ、大きな意見の相違はなく、軽微な変更希望が

３項目あったのみであった。この結果を開発会社にフィードバックし、最終プロトタイプを作成。問

題なきことを確認し次第、本システムの最終製品の作成にかかる予定である。 

 

第５章 考察並びに今後の展望 

 １年目の平成28年度は災害現場での防ぎ得た死を撲滅するため、本研究代表施設にある豊富な災害

医療、訓練等での経験から得た情報共有システムの開発を行った。 

病院前診療並びに災害医療は過去の複数の大規模災害、多数傷病者発生事案から得た経験を元に、

理論としては熟成されつつある。医療機関内では医療者がチームとして救命治療に当たっている。ま

た消防・警察を始めとした各機関もチームとして系統だって活動している。しかし日常業務で常にチ

ームを形成していない多機関が協働する災害現場では、情報系統の複雑化/各機関毎に要求する内容の

微細な違いなどから、混乱を生じていた。本研究に先立って消防組織との意見のすり合わせ等を試み

たが、劇的な改善には至らなかった。 

そこで今回我々は、情報系統の共有を主眼に本研究を開始した。 

 本年度は２カ年計画の１年目であるため、システム開発に注力した。本助成金の申請時に主要な入

力項目は決定していたが，急速に発生する情報を，はじめて使う人が間違えること無く，効率よく入

力し，入力された情報を閲覧しやすい形で示すシステムが必要であると考え，システム開発プログラ

マーとの会議（web会議１−２回/月，会議室での会議２回/年）を行いプロトタイプを作成した。この

際必要な傷病者情報についての入力画面は傷病者登録画面、プライマリーサーベイ、セカンダリーサ

ーベイの3種類とした．また閲覧画面は各救護所、本部、搬送地区、クロノロジー、地図の５種類７画

面とした。 

 アンケート調査の結果、消防組織と医療機関が必要としている情報内容に大きな相違は認めなかっ

た。このことから過去の災害現場/訓練で生じていた種々の不具合は、各機関の意識の相違ではなく、

伝言/転記というsystematicな問題であったと考えられ、本研究者の想定に問題はなかったと考えられ

る。 

 2018年度は複数の職種が参加する主な災害訓練は7回行った。多くの訓練が毎年行われるため，現在，

災害情報共有・管理システムを開発中であり，来年度は検証作業を行いたい旨を報告し，各担当機関・

職種より賛同の意見を頂いた。 

また伊勢志摩サミットに代表研究者が医療班として参加していたため、本研究システムが国家レベ

ルでも通用する感触を得ることができた。 

 2年目の2019年度は，机上訓練・病院内訓練・病院外災害訓練，外傷に特化したドクターカーで出動

する複数傷病者事案で，１つ１つの開発した機能が有効であるか検証していく予定である。 

 


